



























































































































































































































































































































































































































































































































































































ケース１ 夫婦とも年金を受給 2470 630 170 妻60歳 2470
ケース２ 夫のみ年金を受給 2995 ▲50 ▲990 妻60歳 2995




































































































































































































































4 高橋和之『立憲主義と日本国憲法（第 4 版）』（有斐閣、2017年）P.93。各種の権利保
障における外国人差別の合理性を具体的に検討するアプローチから、同P.97では、議論
の分かれる参政権保障についても、法律によって外国人にも付与されうるとの見解を示
している。
5  既に韓国では、2008年に施行された「結婚仲介業の管理に関する法律」により、当該サー
ビスを利用するカップル相互の個人情報の提供範囲を法定するなど、国際結婚相手紹介
サービスの積極的規制に取り組んでいる。藤原夏人「韓国における外国人政策関連法制」
外国の立法254号（2012年）PP.224-225。
6 「移住女性のDV被害をめぐる背景と課題」について、移住労働者と連帯する全国ネット
ワーク女性プロジェクト『移住（外国人）女性 DV施策に関する自治体調査と提言』（2011
年）PP.24-25も参照。
7 外国人との共生に関する基本法制研究会（2003）では、このような手法が提言されて
いる。
8 本研究の一部はJSPS科研費（課題番号：16K13336）の助成を受けたものである。
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